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【調査研究の概要】

「原発事故子ども・被災者支援法」は、2012 年 6 月 21 日、国会で成立しました。同法成立の背景には、原

発事故の被害に苦しむ多くの人たちの救済や権利の確立が進んでいなかったことが挙げられます。同法は居住に

関する（居住・避難・帰還の）自己決定権の尊重とそれぞれの選択に応じた必要な支援を行う国の責務、健康被

害の未然防止などを理念として掲げ、支援が行き届いていない原発事故被災者にとって一筋の光でした。しかし、

理念法であるため、具体的な支援方針を政府（復興庁）が定めることとなっていましたが、1 年 2 ヶ月間、議論

の過程が明かされることなく、放置されていました。

「原発事故子ども・被災者支援法市民会議」は、同法の十分な実施のため、被災者や支援団体等が効率的な活

動を行うために設立されました。基本方針案に関する提言や被災者の現状を、政府、議員、メディア、そして広

く社会に伝えるべく、集会や公開のフォーラム、記者会見、声明や提言の発表等を行ってきました。

【調査研究の経過】

2013 年 5 月 支援法福島フォーラムを開催（主催：実行委員会、福島）

支援法郡山フォーラム開催、定例会開催（郡山）

2013 年 6 月 復興庁に支援法について申し入れ

支援法成立 1 周年記者会見・集会開催（議員会館）

2013 年 7 月 支援法実施をめぐり復興庁と会合

2013 年 8 月 復興庁宛に支援法先送り問題について要請

支援法および時効問題について国会議員にロビー

2013 年 9 月 緊急署名「子ども・被災者支援法の基本方針案の見直しを」開始

署名提出・復興庁交渉を開催（議員会館）

子ども・被災者支援議連ヒアリングに参加・発言（議員会館）

支援法いわきフォーラム＆対話企画を開催（いわき）

政府交渉・署名提出・市民集会「支援法を骨ぬきにしないで！」開催（議員会館）

2013 年 10 月 子ども・被災者支援法 基本方針に被災当事者が申入れ

原発事故子ども・被災者支援法宮城フォーラムで講演

原発事故子ども被災者支援法市民会議・山形フォーラム開催

2013 年 11 月 原発事故子ども被災者支援法市民会議・札幌フォーラム

2014 年 2 月 東京都避難者支援課と会合

【今後の展望など】

・今後は、とりわけ避難者への住宅支援問題、幅広い被災者への健診・医療費減免について、法制化の可

能性も含めて検討・活動を行っていきます。
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